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特許権、実用新案権、意匠権そして商標権は、産業財産権の中核を成すものですが、今回は実用新案権について、特許権と対比しながらご紹介いたします。

特許権と実用新案権はいずれも「自然法則を利用した技術的思想の創作」という点において共通ですが、特許権の保護対象は「発明」であり、実用新案権の保護対象は「考案」となっています。それでは、発明と考案はどのように相違し、また、なぜ特許制度と実用新案制度が併存するのでしょう。
我が国は、特許制度により発明を保護するとともに、比較的程度の低い発明（小発明）を簡便に保護する為に実用新案制度を設けています。これは、日用品等の小発明を保護することにより中小企業の創作意欲を高めるという実用新案法制定当時（明治３８年）の産業構造上の要請によるものでしたが、近年は、技術の進歩が速い業界や流行に左右され易い業界でライフサイクルが短い製品の早期権利取得のために有効な制度として活用されています。
それでは、特許制度と実用新案制度の主な相違点を以下に説明します。

（1） 保護対象

特許権の保護対象は、「物の発明及び方法の発明」です。一方、実用新案権の保護対象は、「物品の形状、構造又は組み合わせに係る考案」であり、「方法」や一定の形態を有しない「材料」等は保護されません。

（２）審査

特許権は、審査官による新規性、進歩性等の特許要件についての実体審査を経て権利が付与されます。一方、実用新案権は、方式要件の審査のみで実体審査は行われず、いわゆる無審査で権利が付与されます。
　なお、考案は、発明に比べ高度な創作性（進歩性）を要件とされていません。小発明を積極的に保護する為です。

（３）保護期間と権利行使
特許権は、出願から２０年ですが、実用新案権は出願から１０年と短くなっています。また、実用新案権は無審査で登録されているため、権利行使に当たっては事前に技術評価書（審査官による審査に相当）を提示することが求められます。
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本学では、研究成果の産業財産権による保護は特許出願が中心ですが、物品にかかる開発品を適切に保護する為に実用新案登録出願も行っています。
例えば、実用新案登録第３１５０６９６号は、考案の名称が「固定液バッグ」であり、図１に示すようにホルムアルデヒド等の固定液に含有される揮発性化学物質が外気に漏出することなく、解剖体への固定液注入を行うことを可能とする固定液バッグに関するものです。１）
このように、産学連携・知的財産本部では、研究成果を特許権のみならず、実用新案権や意匠権により早期・適切に保護することを進めております。
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１）考案の詳細は、大学ホームページの研究・産学連携の研究シーズ情報にある「産業医科大学　研究シーズ集2017」（http://www.uoeh-u.ac.jp/IndustryCooperation/sangaku/labolink.html）をご参照下さい。
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